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火山防災対策会議（第５回） 

議事次第 

 

平成 29年３月 28日 (火 ) 10： 00～ 12： 00 

中央合同庁舎第８号館３階災害対策本部会議室 

 

 

１ 開 会 

２ 平成29年度予算案における火山防災対策関係予算 

３ 最近の火山防災対策の取組状況 

４ 海外における火山防災体制 

５ 各火山地域における避難計画策定にかかる課題と対応方針 

６ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜配布資料＞ 

議事次第、配席図、委員名簿 

資料１－１ 平成29年度予算案における火山防災対策関係予算（総括表） 

資料１－２ 平成29年度予算案における火山防災対策関係予算（概要） 

資料２－１ 火山防災に係る最近の主な取組（概要） 

資料２－２ 「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進（報告）」の

取組状況 

資料２－３ 火山防災に係る最近の主な取組（総括表） 

資料３ 海外における火山防災体制 

資料４ 内閣府と地方公共団体の協働による避難計画の検討 
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【廣瀬参事官】  おはようございます。それでは、定刻となりましたので、ただいまよ

り火山防災対策会議の第５回会合を開催させていただきます。委員の皆様におかれまして

は、年度末のご多忙の中、ご出席いただきましてありがとうございます。本日は、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 それでは、会議の開催に当たりまして、加藤統括官よりご挨拶を申し上げます。 

【加藤政策統括官】  皆さん、おはようございます。防災担当の統括官の加藤でござい

ます。委員の皆様方におかれましては、年度末のご多忙の中、ご出席を賜りましてまこと

にありがとうございます。第５回の会合の開催に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げま

す。 

 本会議の重要なテーマの１つに、複数の関係機関同士の連携強化を図り、より一体的に

火山防災を推進する体制というものの検討がございます。これまでの会議におきまして、

海外の火山防災体制についても参考にする必要があるというようなご助言をいただいてま

いりました。これを受けまして内閣府の職員をアメリカ、イタリア、インドネシアの３国

に派遣をいたしました。現地の火山防災体制について調査をしてまいりましたので、本日

は、その内容につきまして中間報告をさせていただきたいと思っております。 

 また、本日の会議におきましても、来年度の予算案、また、最近の火山防災対策の取り

組みについて、各機関の施策を取りまとめさせていただいているところでございますけれ

ども、この火山防災対策会議のもと関係機関同士の連携強化を図り、より効果的にこれら

の施策を推進してまいりたいと考えております。本日も委員の皆様方におかれましては、

幅広い観点から忌憚のないご意見を賜りまして、活発なご議論をいただきますようお願い

申し上げまして、簡単でございますが、私のご挨拶にさせていただきます。本日は、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

【廣瀬参事官】  ありがとうございました。 

 それでは、マスコミの方、頭撮りはここまでとさせていただきます。ご退室をいただけ

ればと思います。 

 それでは、本日の委員のご出席状況ですが、清水委員がご欠席と聞いてございます。議

事に入ります前に、会議、議事要旨、議事録及び配付資料の公開について確認させていた

だきます。会議は、前回と同様公開とさせていただきまして、別の会議室でモニター中継

をしております。本日もぜひ、その方向で進めたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 
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 それから、今、このように赤くマイクが拾い、これは自動でしゃべっていただくと拾い

ますので、おしゃべりになるときに少しマイクをお手元に近づけていただければと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 続きまして、議事要旨、議事録でございますけれども、こちらにつきましても前回と同

様に議事要旨は要点のみを記載したものを作成いたしまして、藤井座長に確認いただいた

後、速やかに公表したいと思ってございます。議事録につきましても、こちらは委員の皆

様にご確認いただいた後に、発言者のお名前も記載した形で公表したいと考えてございま

す。議事要旨、議事録についてもこの方針でよろしいでしょうか。 

【一同】 異議なし 

【廣瀬参事官】  ありがとうございます。 

 最後に資料についてですけれども、本日の資料につきましては、一部の資料を除き公開

をすることと考えてございます。こちらについてもこの方針で進めさせていただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

 では、お手元に配付しております本日の資料を確認させていただきます。まず、第５回

と書いてあります議事次第でございます。配席図、委員の先生方の名簿、ここからが資料

に入ります。横置きですが資料１－１、資料１－２、資料２－１から２－２、２－３。そ

れから、資料３、資料４。それから、非公開の資料として１、２がございます。不足があ

りましたら、事務局のほうにお伝えくださいませ。よろしいでしょうか。 

 それでは、ここからの進行を藤井座長にお願いいたしたいと思います。座長、よろしく

お願いいたします。 

【藤井座長】  藤井でございます。本日もよろしくお願いいたします。それでは、議事

に入りたいと思います。まず、最初に議事の２番目に当たりますが、平成２９年度予算案

における火山防災対策関係予算ということで、事務局から説明をお願いいたします。 

【野村補佐】  事務局のほうから説明をさせていただきます。資料１－１をごらんいた

だければと思います。ここで２９年度の関係予算についてということで総括表をまとめて

おります。まず、内閣府防災担当ですが、１億９,３００万円ということで若干減ってお

りますが、前年度と同規模を確保しているというところです。科学技術担当のところにつ

いては、内数の表示となっております。総務省の関係で情報通信研究機構についても内数

の表記。消防庁については１億３,０００万円の内数という形になっております。 

 次のページに行っていただきまして、文部科学省関係ですが、こちらのほうについては
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それぞれ額が出ております。次世代の人材育成プロジェクト６億５,０００万を筆頭にそ

れぞれ数字が出ております。防災科学研究所も３億６,７００万。それ以外の研究機構に

ついては内数の表記となっております。 

 また、次のページでございます。産業技術総合研究所についても内数の表記。それで、

国交省のほうへ行って砂防部ですが、こちらのほうも内数の表記が１つと、あとは火山噴

火時の緊急情報等の高度化検討費用として１,０００万円、それから、土木研究所、こち

らのほうも内数の表記となっております。 

 それから、次のページに行っていただきまして国土地理院、こちらのほうも内数の表記

がついておりますが、火山基本図整備というところが１,５００万。それから、気象庁に

ついては８億４,０００万円、これが情報提供体制の評価という部分でかなり増えている

部分もございます。それから、火山観測体制の強化１億８,８００万。それから、海上保

安庁については、若干減ってしまっておりますが２００万円ということで、最初に戻って

いただきまして、内数表記でない部分について火山の防災対策経費といたしましては、２

８年度が１９億８,２００万円であったのが２９年度の予算案としては２５億３,４００万

ということで、倍率としては１.２８倍ということになってございます。 

 それからあと、非公開資料を入れておりますけれども、一番後ろのほうに入れてござい

ます。こちらのほうで非公開資料ということにはなっているのですが、前回、先生からご

指摘をいただいて、もう少し予算規模がわかるもの、内数表記ばかりではわからないとい

うご意見をいただいておりましたので、できる限り部局レベルでの予算とか、研究室単位

での予算とか、ある程度切り分けていただいて記載しているところがこの黄色のセルにな

っている部分でございます。こちらのほうは、済みません、非公開資料とさせていただい

ておりますので見ていただければ、ご参照いただければと考えてございます。 

 以上でございます。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に関してご質問がある方はよろしくお願いいたします。それ

ぞれの機関からの説明の時間は設けておりませんが、資料１－２というのが実は予算内容

になっていますが、それについての質問でも構いませんのでよろしくお願いいたします。

いかがでしょうか。 

 前回に比べて内数が少し、内数表示が幾らか明るみに出たのはいいのですが、ほんとう

はもう少しちゃんと出てほしいと思いますけどね。これは２９年度の予算確定、今日でし
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たっけ、もう確定した段階での数字ですが、できればその予算を要求する際に、こういう

ことで各省庁、考えているというようなことを、ここで必ずしも出なくてもいいと思いま

すけれども、それぞれすり合わせをしながら、できるだけ火山防災に向けての予算を獲得

していく手法を考えられたらいいと思うんですね。あまり難しいところは別にして、でき

るだけ、せめてこの場ではいろいろなものを表明していただけたらと思いますが。 

【池谷委員】  よろしいですか。 

【藤井座長】  はい。池谷委員。 

【池谷委員】  池谷でございます。前回の会議でもお話をしたのですが、大分前向きに

取り組んでいただいたことに感謝したいと思いますが、今、藤井座長からありましたよう

に、次の予算に向けてのことも大切なのですけれども、毎年やっている結果、例えばデー

タ、それから、そのデータを使ってどういうことをやっているのか。これは各省庁、多分、

やる目的が違いますから、やることに対して文句を言うつもりは一切ありませんけれども、

やはりその結果をオープンにして、できるだけ各省庁がほかの省庁で何をやっているのか、

また、そのベースデータにはどんなデータがあるのかというのは、共有できる仕組みとい

うのが非常に重要ではないかと思っています。 

 前からお話ししていますように、できれば共通の場ができると一番いいのですけれども、

そこができるまでの間は、できれば各省庁のホームページ等でオープンに資料を出しても

らって、各省庁が見ることができる。また、それをもとにして次のことを考えるという仕

組みができるということが非常に重要ではないかなと思いますので、ぜひご検討いただき

たいと思います。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 予算をつくるだけではなくて、予算を使った結果としてどういうこと、成果が上がった

かということを共通の理解になれば、またさらにその次の展開もできるかと思いますので、

ぜひお願いしたいと思いますが、ほかにはいかがでしょう。ございませんか。１つ、気象

庁にお伺いしたいのですけれども、この情報提供でしたっけ、あれはＶＯＩＳの体制変更

はいつまで、今年度でおしまいでしょうか。 

【上垣内委員】  いや、ＶＯＩＳの要求は２８、２９の２年度計画。 

【藤井座長】  今年度というのは、ごめんなさい、２９年度の勘違いでした。だから、

来年度でおしまいでしょうか。 

【上垣内委員】  来年度です。来年度の８月稼働予定を見込んでおります。 
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【藤井座長】  はい。ほかにございませんか。それでは、特に質疑はないようですので、

次の課題のほうに進みたいと思います。議題の３です。最近の火山防災対策の取り組み状

況に移ります。それから、質疑応答については資料２－１、２－２、２－３、全ての資料

の説明が終わってから時間を設けております。 

 それでは、まず、資料２－１の順に従って各機関より最近の主な取り組みについて、順

次説明をお願いいたします。まずは内閣府防災担当からお願いします。 

【加藤政策統括官】  それでは、内閣府のほうからご説明をいたします。まず、資料は

２－１の資料の２ページ、内閣府と書いた次の紙からお願いします。２点報告をいたしま

す。１点目は、避難計画策定の手引きの関係でございます。これにつきましては昨年の１

２月に改定をいたしましたけれども、これは改正活火山法を踏まえましての改訂というこ

とで、協議会において火山ごとに検討することとなった避難計画を策定するための手引き

というものでございます。改定のポイントにあるとおりでございます。これにつきまして

は、池谷先生に委員会の座長を務めていただきまして、そこにございますような火山学者、

それから、自治体の方、登山、旅行の関係者によりご議論いただいて作成したものでござ

います。 

 手引きの概要でございますけれども、３点構成になっておりまして、左側にございます

解説編、それから、右側の計画作成編、それから、参考資料・事例集という形になってご

ざいます。解説編の中では避難計画の位置づけですとか、協議会の役割、平常時の警戒避

難体制の検討も目的とした組織である等々のことを書かせていただいております。計画作

成につきましては、５章構成になっておりまして、基本的事項、事前対策の次、噴火時の

対応ということで、これにつきましては３つのフェーズに分けまして警戒レベルが事前に

引き上げられた場合、突発的に噴火した場合、それから、居住地域に影響を及ぼす噴火に

レベルが引き上げられないまま至った場合というふうに場合分けをしまして、それぞれで

情報の伝達ですとか避難誘導について記載をしたものでございます。 

 それから、緊急フェーズ後の対応ということで、長期化に備えた対策ですとか指示の解

除等について記載をしてございます。それから、平常時の話として防災の啓発、それから、

学校での教育等について書かせていただいております。そして、不慣れな方もございます

ので参考資料として火山防災等の基本知識というものをつけさせていただいております。

非常に大部できめ細かなものでございますけれども、関係の皆さんにお配りして避難計画

の策定を促進してまいりたいと考えております。 
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 続きまして３ページでございます。会議の開催等について３つご紹介をいたします。１

つ目は、火山協議会に参画する専門家との連携会議ということで、これは本日午後開催の

予定でございますけれども、専門家の皆さんが情報交換を行うということとあわせまして、

関係省庁の方もお呼びして意見交換をするというものでございます。本日の午後の開催の

予定でございまして、関係省庁のほかメンバー、オブザーバーを入れまして７０名近い方

の出席で、この場で開催をしたいと考えてございます。それから、２つ目は火山協議会等

の連絡・連携会議、これも５回目になりますけれども、これは昨年の１１月１６日に開催

いたしまして、１１３機関１８１名の方に入っていただいて意見交換をさせていただいて

おります。 

 最後に火山防災行政に係る検討会ということで、これは今月１７日に開催をいたしまし

た。なかなかここの会議の場だけでは議論が、突っ込んだこともできないということもご

ざいますので、この会議の内容をより充実を図るためにはどうすればよいか。また、全体

調整をする仕組みはどうかということで、関係省庁の課長級、実務を担うメンバーと有識

者を入れまして、森田先生に座長をお願いして開催をしているところでございます。 

 内閣府からは以上でございます。 

【上垣内委員】  引き続きまして、気象庁です。２点ご紹介いたします。資料は５ペー

ジ目と６ページ目になります。まず、５ページ目です。常時観測火山の追加についてでご

ざいますけれども、御嶽山の噴火を踏まえてやっぱり水蒸気噴火の予兆を捉えるためには、

火口付近の観測点の増強が必要であるということで、その４７プラス３火山、八甲田山、

十和田、弥陀ヶ原に関する施設の整備を進めてまいりましたけれども、おおむね完成しま

した。一部まだ規制がかかっておりまして、中に業者が入れないことによって物品、物納

のみでとどめたところもありますけれども、ほとんどのところで完成いたしました。それ

を受けまして、データの確認と現業による慣熟期間を経て、昨年１２月１日に八甲田山、

十和田、弥陀ヶ原について常時観測火山への追加を行っております。これが１点目です。 

 ２点目、６ページ目ですけれども、火山データの気象庁のホームページによる公開を開

始したということであります。これは今年の８月に稼働予定のＶＯＩＳという火山データ

の処理と警報発出システムの更新を予定してありますけれども、その機能の増強の一環と

しまして、リアルタイムデータも含めたデータを防災関係機関で共有しよう、リアルタイ

ムで共有しようということで進めております。 

 ただ、これをやるためにはやはり計算機の能力の増強が必要だったのですけれども、現



 -9-

在の計算機の能力であってもできることをまずしようというのがこの取り組みでありまし

て、１日かけて処理しました地震の発生回数と噴煙の高さ、これを基本としますけれども、

火山に応じて若干、浅間山などの火山ガスといったような観測項目がありますけれども、

これを毎日１回、公開する。気象庁ホームページで公開するということを始めております。

これによって従来はプッシュ型の何らかの気象庁から発する情報、警報を含む情報によっ

て火山の状況に何らかの変化があったということをお知らせしてきましたけれども、それ

をやらなくても常に最新の状況が関係機関で共有できるということを目指しておりまして、

これによって、これはプル型ですけれども、プッシュ型の防災情報の効果を上げるという

ことを目指しております。 

 以上です。 

【鹿野委員】  続きまして、国土地理院です。ページは８ページ、９ページで２点ご報

告いたします。 

 まず、８ページのほうですが、西之島での三角点等を設置した空中写真の撮影というこ

とで、国土地理院では地図を作成する際に実際に現地で三角点や対空標識というのを設置

して、その上で空中写真を撮って、それから図化を始めるということになります。ご承知

のように西之島、上陸できるようになりましたので、海上保安庁さんのご協力を得て実際

の職員が上陸して、そこでこの写真にあるような機器の設置や対空標識を白いペンキで塗

りまして、その後、飛行機で空中写真を撮っております。現在、これを図化している作業

中でございまして、海上保安庁さんと調整をした上で公表という形にさせていただきたい

と思っております。 

 次の９ページですが、火山基本図・火山土地条件図の整備ということで、ここにお示し

しておりますような火山基本図だとか火山土地条件図、これを順次整備をしてきていると

ころです。平成２８年度はその下の日本地図に示しておりますような、火山基本図につい

ては５つの火山で新規または更新ということで整備をしておりまして、火山土地条件図に

ついては１つの火山で整備をしたということです。 

 以上です。 

【長屋課長】  海上保安庁です。海上保安庁からは２点ご報告申し上げます。１点目は、

南方、南西諸島の火山活動について航空機による目視観測、熱計測の監視観測をしており

ますということであります。右側に南方諸島、南西諸島の配置が書いてございます。その

下に主な島を並べておりますけれども、先週金曜日、３月２４日にこの青ヶ島の６０キロ
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ほど南のベヨネース列岩の海域で変色水が３０年ぶりに見つかりました。船舶運航者に航

空警報によって注意喚起をしているところでございます。３０年ぶりの変色水の確認です

ので、今後しばらく監視の頻度を上げて注意深く見ていきたいと考えております。 

 ２番目は、国土地理院の方からご報告のありました西之島の調査でありまして、私ども

では海図をつくるということが目的でありまして、この１０月、１１月に調査をいたしま

して、一部調査機器の改修が１月にずれ込んだわけなのですが、全てデータを取得しまし

たので海図の刊行に向けて今、資料整理をしているところでございます。これらの情報は

海図という形で刊行するとともに、私どもで運用しておりますデータベースでも公表しま

すし、火山噴火予知連にも報告するという形でデータの公開を進めているところでござい

ます。 

 以上です。 

【谷課長】  文部科学省でございます。１３ページになりますけれども、次世代火山研

究・人材育成総合プロジェクトの進捗状況ということで、ご説明させていただきます。 

 本プロジェクトは１０年間のプロジェクトということで、２８年度、今年度スタートし

たものでございます。火山研究と、それから、人材育成の両輪で進めていくというプロジ

ェクトでございますけれども、今年度は初年度ということと、それから、最初のさまざま

な審査、課題の決定、それから、契約といったことで１０月、１１月に事業の開始をされ

ているということでございまして、火山研究のほうはさまざまな資機材の購入等が中心で

ございますので、今日は人材育成のところを中心にご説明をさせていただきたいと思いま

す。本プロジェクトは、藤井座長にプロジェクト・リーダーを務めていただきまして、ご

指導いただきながら進めております。それから、事業の実施、課題の審査、あるいは評価

といった形でさまざまな形で先生方にご尽力を賜っておりまして、この機会に感謝を申し

上げたいと思います。 

 この人材育成のプロジェクトのほうでございますけれども、２月１１日にプログラムの

開校式をスタートしております。左下にございますけれども、今年度、１０大学３６名で

スタートしております。感触としては非常に大きな反響がありまして、当初期待した以上

の応募があって、そういう形でスタートを切ることができたということで非常にうれしく

思っております。それから、２月１５日、右下でございますけれども、次世代火山研究・

人材育成総合フォーラム、研究、人材、両方の全体のフォーラム、実際にはキックオフの

シンポジウムという形でございますけれども、２００名以上参加がございました。自民党
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の火山議連の古屋会長にも来賓挨拶をいただいたところでございます。 

 次のページでございますけれども、これは人材育成のプログラムの詳細を書いてござい

ます。受講生３６名の内訳、それから、具体的な教育プログラムということで、特に３月

１２日から１７日にかけましては、霧島山をフィールドとして実習を行ったところでござ

います。３６名のうち２１名が参加ということで、さまざまな火山地質・岩石学の実習で

ありますとか測量実習。それから、発表会まで非常に精力的に、また、無事に終えること

ができたということでございます。１０年という長いプロジェクトでございますけれども、

しっかり成果を展開、各府省にも使っていただけるように進めていきたいと思いますので、

引き続きのご指導をお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

【棚田委員】  防災科学技術研究所でございます。１６、１７、１８ページです。防災

科学技術研究所は１０月８日、阿蘇山の噴火の活動に伴いましてクライシスレスポンスサ

イトを防災科研のホームページで公開しました。これは気象とか地震の災害が発生したと

きに立ち上げるサイトです。発信した内容は１６、１７にありまして、６つの項目です。

それはリアルタイムで得られたデータ、それから、現地に行って解析したデータなどの結

果を載せております。内容は阿蘇山の火山システム、マグマシステムへの影響とか、気象

レーダで観測された降灰とか、広帯域の観測で得られたデータ、Ｖ－ｎｅｔで得られた観

測のデータ、あと火山灰の噴出物の内容とか分布の調査というものであります。 

 次、１８ページです。その阿蘇山ですが、熊本地震で被害が生じました。電源や通信回

路に不安定な障害が発生しましたので、Ｖ－ｎｅｔの４点をまず強化いたしました。さら

にカルデラを中心として阿蘇山周辺に１９カ所の補助観測点を設置しました。その内容が、

写真が左側です。右側では現在、ＦＯＭＡという携帯電話を使ってデータがとられていま

すという事例が右側の波形図であります。 

 以上です。 

【桑原委員】  それでは、産総研でございますけれども、産総研は、ページで２０から

２４ページまで資料をつけさせていただいています。全体的な説明としましては２０ペー

ジの右上に８項目挙げさせていただいていまして、最初の１、２、３、これが火山の基盤

的な情報整備ということで、地質を整備しているということであります。最初の１番目が

富士山の火山地質図、これは５０年ぶりに出版しました。１５年ぐらいかけて調査をしま

して、第１版から５０年たって新しい火山地質図をつくったということです。それから、
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２.が、これは東アジア地域の地震火山災害図ということで、その真下に東アジア地域地

震火山災害図というアジアの図がありますが、アジア地域、もう少し広い地域になります

けれども、各国の地質調査機関のデータ等々集めまして、１枚の図面として出した。これ

を去年出したということです。現在はこれをＷｅｂで誰でも見られるように編集中という

ことであります。 

 それから、３.で、これも同じくＷｅｂ版ですが、「日本の火山データベース」というの

を産総研で運用していまして、これについてデータを追加しているということです。それ

から、４.、５.、これが活動中の火山の調査ということでありまして、ガスの調査だとか、

阿蘇山についてやっております。阿蘇山については、先ほどの防災科研からのご紹介もあ

りましたが、こちらでも共同でやっておりますけれども、火山灰の調査等々やって、どう

いった噴火であったということを調査しているということです。これは２１ページに火山

灰の降灰図、熊本大なども協力してやっていますが、こういうものもまとめたり、噴出物

の解析をしたりということであります。 

 それから、６番、７番、８番、これが教育といいますか、人材育成にかかわる部分であ

りまして、気象庁がボーリングはたくさん、地震観測をやっているということでありまし

て、それをこちらで、コアの解析のほうをやっています。それを大学と共同でやっており

まして、その辺を人材育成と絡めてやっています。その辺の紹介はページをめくりまして

２２ページになりますが、学生なども呼んでコアの見方、そういったものを教育しながら、

こちらで解析も進めているということです。それから、気象庁職員の方と一緒に火山灰を

どう見るかとか、地方自治体の研修、職員の研修、そういったものもやっています。 

 それから、２３、２４、産総研のほうで一般の方向けにかみ砕いた解説の冊子を毎月出

していまして、その中でどんな活動をしたかといった紹介なども掲載しています。これも

ホームページなどでも見られるようにしていますので、ごらんいただければと思います。 

 以上でございます。 

【栗原課長】  国交省砂防部です。２６ページをお開きください。国交省砂防部でも阿

蘇山の噴火に伴う降灰状況等の調査ということで資料をおつけしていますが、我々の場合

には、火山灰の堆積によって泥流・土石流の発生の危険性というものがどういう状態にあ

るのかということを中心に噴火の当日から九州地整、それから、国総研、土研にも入って

もらって調査を行いましたけれども、当時の調査結果としては土石流の危険性がすぐに高

まった状況にはないということで、そういうレポートを出しております。 
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 続いて２７ページ、火山砂防フォーラムです。これは左にありますように平成３年から

毎年行っておりますけれども、地域の皆さんに火山防災の理解を深めていただくというこ

とで、地域、地域で毎年開くようにしております。昨年は１０月に長野県木曽町で行いま

して、御嶽山を中心としたいろいろなイベントというものをさせていただきました。そこ

にありますように、子供たちにも参加をしていただいています。ちなみに、今年、２０１

７年度ですけれども、１０月に今のところ苫小牧市で開催をするということで、引き続き

これらも続けていく予定です。 

 続きまして２８ページをお開きください。地域の１つの取り組みということでご紹介を

しますけれども、富士砂防事務所のほうで火山噴火緊急減災対策砂防事業という計画をつ

くって緊急減災を今進めているところですけれども、そこに関係の皆様にお集まりいただ

きまして、１月に演習を行いました。右の下のほうにカードがありますけれども、最近、

こういうクロスロードというようなやり方でカードをお出しして、ＹｅｓとかＮｏとか、

そういう判断をしながら演習を行っていって、実際どういうふうに動いていくべきなのか

ということを改めて皆さんで研修みたいな形でやっていただいたという内容です。 

 以上です。 

【藤沢委員】  土木研究所です。３０ページと３１ページになります。研究の取り組み

状況ですけれども、これは桜島の例ですけれども、２０カ所以上で計測された降灰データ

から火山灰の分布を推定するという手法を検討しております。 

 それからもう一つ、土石流ですけれども、火山地域で発生する土石流を観測して、その

水理量データを蓄積し、さらには理論値ともチェックして、比較検証して精度を向上させ

ているというものです。 

 それから、３１ページ目は何度も出ていますけれども、災害支援ということで阿蘇山の

噴火に関して九州地整からの要請により降灰の状況等を調査し、ヘリによる調査、それか

ら、現地での調査を踏まえて、大きな土石流が出るような火山灰の堆積というものは見ら

れないということを要請先である九州地整に報告をしているといった活動をしております。 

 以上です。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、次に事務局から資料２－２と２－３について説明をお願いします。 

【野村補佐】  では、まず資料２－２を使いまして、御嶽山噴火を踏まえた今後の火山

防災対策の推進の報告ということで、中央防災会議なり実行会議のワーキンググループの
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報告についてのフォローアップについてご説明をしたいと思います。まず、前回から進捗

のあった取り組みについて、黄色のマーカーをしてございますが、現在、先ほど最近の取

り組みとして各省さんから、各機関からの取り組みをご説明いただきました部分について

は省かせていただきまして、それ以外の部分について簡単にご説明したいと思います。 

 まず、６ページ目をお開けください。３.の火山防災情報の伝達についてという部分で

すけれども、噴火警戒レベルの引き上げ、引き下げの基準を精査しまして、気象庁ホーム

ページで公表という気象庁の取り組みになります。その部分について２８年１１月から順

次、日光白根山、霧島山、阿蘇山、伊豆大島、三宅島とそれぞれ順次、その基準について

公表が行われております。 

 続きまして１２ページに飛んでいただきまして、施策としては５.の火山防災教育や火

山に関する知識の普及についてという部分になりますが、文科省さんの取り組みとして、

防災を含めた安全に資する指導について学習指導要領（平成２９年２月公表）において、

新たに記載を行ったというところで、小学校の学習指導要領の総則について安全に関する

指導の記述を入れたりとか、あとは小学校の社会について地域の関係機関や人々は自然災

害に対し、さまざまな協力をして対処してきたことや今後想定される災害に対してさまざ

まな備えをしていることを理解すること。地震災害、津波災害、風水害、火山災害、雪害

などの中から過去に県内で発生したものを選択して取り上げること。さらに中学校の学習

指導要領の中でも理科の分野ですけれども、自然の恵みと火山災害、火山、地震災害とい

う項目の中で自然がもたらす恵み及び火山災害と地震災害について調べ、これらを火山活

動や地震発生の仕組みと関連づけて理解することというような記載が追加されたというこ

とでございます。 

 続きまして、資料２－３をごらんいただければと思います。こちらのほうでは火山防災

に係る最近の主な取り組みということで、一覧表をつくってみてございます。２８年度の

この火山防災対策会議、第３回から今回第５回における最近の取り組みとしてパワーポイ

ント等でご説明をいただいた内容について、主に掲載をしている。その部分について青字

で書いております。それ以外にも今ご説明したワーキングの報告フォローアップの中の施

策の中で２８年度に特段行っていると認められるものについては、この中にも含めてござ

います。縦に関係省庁を並べておりまして、横軸に分類といたしまして、基本的には先ほ

どのワーキングのフォローアップ、６つの柱がございましたけれども、ほぼそれをベース

にして、どこの分野に分類されるかというところで一覧としてパッと見てわかるようにさ
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せていただきました。同じような分野でどこの省庁がどのような取り組みを行っているか

というところがわかるように整理をしたものでございます。ご参照いただければと思いま

す。 

 以上です。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、資料２－１から２－３に関して、ただいまご紹介いただいたものですが、ご

質問等がある方はよろしくお願いいたします。 

【石原委員】  国土地理院のほうで火山基本図を昨年度、５火山ということで出ている

ようですが、それを今度は予算が倍近くになっていますけれども、ここは１０火山とか今

年度は予定しておられるのでしょうか。 

【鹿野委員】  いや、予定としては２９年度ですが、口永良部島とか、霧島山とか、阿

蘇山とか、まあ、大体その程度、そんなに数は変わらないかと思います。 

（※）火山の数は変わりませんが、整備面積が倍増していることを補足します。 

【石原委員】  はい。 

【藤井座長】  ほかにはいかがでしょう。どうぞ。 

【森田委員】  森田です。気象庁にお伺いしたいのですけれども、ＶＯＩＳの更新とい

うことで、概算要求のほう、資料１－２の１２ページと、資料２－１の６ページを見ます

と、６ページのほう、２－１の６ページのほうは地方自治体との火山防災協議会構成機関

や火山専門家に対して詳細な観測データを提供していく予定であるという話で、これは非

常に重要な機能だと思うのですけれども、一方で予算のほうを見ると、ＶＯＩＳというの

は基本的には何か気象庁の職員のレベル判定に使う。そこから何か１クッション置いてか

ら専門家と共有するというような格好になっていて、例えばこういう出ている絵にしても

決まった定型的な絵しか提供されないというようなことなのでしょうか。 

【上垣内委員】  気象庁ですけれども、提供形態としてはホスティングサービスを使い

ます。外出しのホームページ様式で各火山ごとにデータを表示して、それをパスワード管

理した上でごらんいただくという形にしています。提供内容は、こちらが監視している監

視項目のうち、共有してメリットがあるものについてわかりやすい注釈をつけた形で提供

するという形にします。画面の構成は協議して決めるという形です。 

【森田委員】  多分、非常に役に立つシステムだと思うので、一言だけ少し注文をさせ

ていただきますと、決まったような絵というのは多分において１回ある人が評価してつく
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るんですね。つまり、見たいものしか見えない図になってしまう。火山防災協議会、火山

専門家というのは、逆に言うと、そこにあらわれない情報を見たいという要望もあって、

それでやはり活動評価みたいなものもしたいということもあるので、少しその辺の拡張性

みたいなものも少し考慮いただけるとありがたいなと思いました。 

【上垣内委員】  設計は柔軟にやるつもりですので、いろいろご意見をいただきたいと

思います。 

【藤井座長】  今の議論に関連しますが、このＶＯＩＳのシステムは地方気象台までい

く場合、協議会や専門家は別にして、地方気象台の場合には本省の部分と同じものがそっ

くり見られることになるんですか。 

【上垣内委員】  はい。地台に防災機関に対して解説していただきますので、地台で見

られないと意味がない。 

【藤井座長】  地台までは本省と直結しているけれども、防災協議会の構成メンバーが

見られるのは一般のホームページを通じて見るということになるのですか。 

【上垣内委員】  いや、このホスティングサービスは、一般の方とは別です。パスワー

ド管理して……。 

【藤井座長】  一般と同じじゃない。 

【上垣内委員】  ええ。はい。今、気象庁のホームページで出すよりも内容的にはかな

り踏み込んだ内容構成にするつもりです。 

【藤井座長】  はい。 

 ほかには、いかがでしょう。 

【棚田委員】  防災科研の棚田です。今、同じようなお話を質問するのですが、気象庁

さんのこのデータ、活動的な、掲載されるのですが、一方で噴火警戒レベルの引き上げ、

下げの解説情報、説明文の項目とこれとが一致しているところもあれば、していないとこ

ろもあると思うのですが、私としてはぜひ一致させた図面が出てきていただければありが

たいかなと思います。 

【上垣内委員】  わかりました。趣旨がこちらからプッシュ型で情報を出さずとも常に

見ていただける。逆に言えば、プッシュ型で出した観測項目が出ていないというのはよろ

しくありませんので、そこは考慮します。 

【棚田委員】  お願いします。 

【藤井座長】  ほかにはいかがでしょう。 
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【石原委員】  石原です。産業技術総合研究所にお尋ねしますが、この東アジア地域地

震火山災害図、出版と同時にＷｅｂでもとおっしゃったのですが、これは災害、次々と起

こるわけですけれども、どうですかね。１年に１回とか、そういうふうに追記、あるいは

校正する、そういうふうなことを考えておられるのでしょうか。それともこれっきりなの

か。これっきりと言うとおかしいですが。 

【桑原委員】  まだそこまで考えていないのですけれども、そうなるはずだとは思いま

す。 

【石原委員】  こういうのはやっぱり出しっぱなしになると意味がなくなるので、それ

なりに継続的にやっていただくことが多分いいことだと思いますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

【桑原委員】  一番の趣旨は、過去の災害、火山ですと多分８００年とかもっと前ぐら

いまで拾ってありまして、過去を知るというのを一番の目的にしているものではあるとい

うことです。 

【藤井座長】  ほかにはいかがでしょう。これは内閣府に質問ですけれども、さっきの

まとめていただいた資料２－３なのですけれども、先ほど言われたように関連する各省庁

でやっていることの関連がよくわかるようになったと思いますが、必ずしも分類が完全で

はなくて、例えば火山研究体制の強化と火山研究者の育成という欄のところをずっと見て

いると、気象庁本庁に火山監視・警報センターを設置し、合計８０名を増員、これは研究

体制ではなくて、むしろ監視体制のほうに、火山監視、観測のほうに入れるべきですし、

気象研究所で研究官を新たに採用というのは、これは研究体制の強化と思いますけれども、

もう少し精査をしていただいたほうがいいかなと。分類だけの話です。 

【野村補佐】  確かに研究者の育成というところに、職員の育成まで入れてしまってい

るので、ワーキングの分類をベースにして、とりあえずつくってみたのですけれども、こ

れから精査をしながら、より使いやすいものにしていきたいと思っております。 

【藤井座長】  ほかにはいかがでしょう。よろしいでしょうか。それでは、特に質疑が

ないようですので、次の議題のほうに移りたいと思います。次の議題は４番目ですが、海

外における火山防災体制です。これは先ほど統括官からもご紹介いただきましたけれども、

内閣府の担当を海外に派遣して調査をしてもらった結果の中間報告でございますので、事

務局のほうからよろしくお願いします。 

【野村補佐】  事務局からご説明いたします。資料３をごらんください。今回、イタリ
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ア、アメリカ、インドネシアと３カ国に内閣府のほうから行ってまいりました。まず、イ

タリアの調査からご説明をいたします。ページをめくっていただきまして、１ページ目で

す。イタリアのほうでは国立地球物理学火山学研究所というところが国の研究機関として

ございます。ＩＮＧＶでございます。あと、それから、防災の機関としてＤＰＣ――国家

市民保護局がございます。これらの関係機関が火山防災体制としてどのような機能を持っ

ているのかというところを確認してまいりました。実際に行ったのはローマのＩＮＧＶの

本部、ＤＰＣの本部、それから、シチリア島のカターニャにありますエトナ山、ＩＮＧＶ

のエトナ山の観測所に行ってまいりました。 

 ページをめくっていただきまして２ページ目です。まず、ＩＮＧＶの調査の概要です。

まず、ＩＮＧＶの概要として下に箱書きを書いておりますが、１９９９年に、それまで５

つの国立の研究機関があったのですけれども、それらが統合してでき上がった研究所とい

うところでございます。上のほうに戻っていただいて組織についてですけれども、ＩＮＧ

Ｖを設立したことで予算だとか人員の確保、全体でまとまって取り組みやすくなっている

というご意見がありました。それから、噴火時の対応というところですけれども、科学的

な分析を行ってＤＰＣへの助言、それから、大規模な災害の場合は首相に助言を行う。そ

れをもとにＤＰＣ等が行政判断をして、それを根拠に自治体が避難勧告等の防災対応をと

るというような仕組みになっております。 

 その中で、向こうからのヒアリングの中で、助言がそのまま災害対応の判断となってし

まうというようなことを危惧しているということで、科学的な評価という部分と防災対応

というところを役割分担して、いかにやっていくかというところは非常に重要ということ

で、向こうからご意見をいただいています。実際にこの写真にも写っているのですが、ラ

クイラで有罪判決を受けそうになった方、バルベリさんという方がいらっしゃって、その

方がＤＰＣの長官であるときにこのＩＮＧＶが設立されたのですけれども、その方にも話

をお聞きすることができて、そのような科学的な判断、行政的な判断が重要だというとこ

ろでご意見を伺っております。 

 ページをめくっていただきまして３ページ目です。ＤＰＣ――国家市民保護局の調査概

要ということです。実際に災害が発生いたしますと、緊急事態として統一的に対処するた

めのコミッティというようなものが設置をされる。それがこの右の写真にあります危機管

理センター、こちらのほうに大きなコミッティが設置をされる。そこに消防、警察とか科

学者、あとボランティア団体などもこの中に入ってくる。ＤＰＣ自体をコーディネートす
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るのが役目ということでした。ＤＰＣに関して特徴的だったのは、ＤＰＣは各研究機関に

業務委託する予算を持っていて、防災に必要な技術開発、観測等の業務を契約して年次評

価してお金を出していく。ＩＮＧＶに対しても１０年単位で観測の業務を委託していると

いうことでした。それから、Alert Levelと書いておりますけれども、４段階で警報を発

表する機能というものもあります。 

 あと、特徴的だったのが下にありますリスク機能センターというものでして、災害の種

別ごとに設置をされているセンターでございます。その火山のセンター、地震のセンター、

水害のセンターとあるのですけれども、そのそれぞれセンターごとに関係機関のデータを

統合して常に分析を行っていて警報を発表する。平時から関係機関とやりとりしますし、

専門性を持った人員がいるということでございました。すみません、下にＤＰＣの概要も

書いておりますけれども、このＤＰＣ自体は首相直属の組織ということで、かなり権限を

持っている。また、地方部局は持っていないというところが特徴になります。 

 続きまして４ページ目、こちらのほうではエトナの観測所に行った結果でございます。

火山活動を活発化すると、緊急時にはすぐ自動でレポートが作成されて、地方の危機管理

部局に送られる。このＤＲＰＣと書いているところが州の市民保護局ということで、ＤＰ

Ｃの直属の組織ではないのですけれども、州の組織として防災対応を担っている。ＤＲＰ

Ｃ自体もシチリア州のＤＲＰＣの方もこのエトナ観測所のヒアリングのときに来ていただ

いてお話を伺いました。ＤＲＰＣ自体は州の知事直属の直轄の組織ということで、警報を

ＤＰＣが出したときに、それを市に伝達する。その際には防災対応の具体的な助言につい

てもレポートにして伝える。ただ、最終的な避難勧告等の責任は市長にあるということで

した。ＤＲＰＣ自体は州レベルでの関係機関の調整という役割も負っているということで

した。 

 ページをめくっていただきまして、アメリカの調査についてです。アメリカの場合は国

として火山研究を行っている機関としてＵＳＧＳ――米国地質調査所、それから、防災対

応全般を統括しているＦＥＭＡ――連邦緊急事態管理庁というのがございます。それらに

ついてヒアリングを行ってまいりました。まず、ワシントンＤ.Ｃ.の近くのレストンとい

うところにあります東海岸のＵＳＧＳ本部、それから、西海岸のカスケード、セントヘレ

ンズ火山を主に担当していまカスケードの観測所にも行ってまいりました。 

 ６ページ目をごらんください。こちらのほうでＵＳＧＳの調査概要についてご説明をい

たします。ＵＳＧＳ自体は観測以外にも基礎研究のほうも火山に関して行っている。ＵＳ
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ＧＳとしては、ＦＥＭＡなどの関係機関に対して観測結果、科学的な情報を提供して、Ｆ

ＥＭＡがそれを大統領に説明を行うというような体制になっている。また、ハザードマッ

プの策定なども行っているということでした。 

 続きまして、７ページ目をごらんください。ここがＦＥＭＡの調査概要になりますけれ

ども、平常時の対応としては防災教育、災害対応訓練などの研修を行うとともに、ＩＣＳ

――Incident Command Systemと呼ばれる現地指揮システムというものがございまして、

それをＦＥＭＡが全米に普及をしている。２０年かけて今取り組んでいるというお話でし

た。災害時に実際にどのような指揮官がいて、その下に何人つけるかとか、あと使う言葉

などについても標準化をして、全米で災害が起きたときに統一的な対応をとれるようにと

いうようなシステムでございます。 

 災害時の対応といたしましては、基本的には市町村、郡で対応することが原則。要請が

あれば州政府のほうで対応して、州でも対応できないということになるとＦＥＭＡに要請

をされる。ＦＥＭＡ自体は１０の地方組織が、地方事務所かありまして、そこを通じて本

部のほうに要請が上がっていく。大統領令が出るとＦＥＭＡのほうで予算的な支援ができ

る。各省にだったりとか、地方政府に対して支援を行う。リエゾンの派遣なども行う。た

だ、その避難勧告、避難指示等は市町村、郡の責任で行うことが原則ということです。今

回、ヒアリングを通してなのですけれども、アメリカの災害対応において州とか郡などの

権限というのは、州によってかなり異なるということでございました。ただ、ＦＥＭＡが

支援を行って地方政府が判断する仕組みというのは、大きな違いはないということでござ

いました。 

 ８ページ目に進んでいただきたいと思います。こちらのほうではＵＳＧＳのカスケード

の観測所の調査概要ということになります。主にセントヘレンズ火山を所管しているので

すけれども、この場ではワシントン州の危機管理局の方、それから、米国林野庁の担当の

方にもご同席をいただいてインタビューを行いました。平常時の対応としては、その観測

所が中心となって定期的に、３カ月ごとにと言っていましたけれども、関係機関を集めた

会議を行っている。そこでできるだけ火山防災についての意識を高めるという取り組みを

行っているということでした。 

 また、セントヘレンズ火山については、地域の調整計画というものができ上がっている。

これは災害時にどこの機関が何をするのかというようなことを定めたものです。そこもＦ

ＥＭＡが普及に努めていると先ほど説明しましたＩＣＳの考え方に基づいて計画をつくっ
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ているということで、その中ではリーディング・エージェンシー、主導する機関というの

を決めているのですけれども、それがセントヘレンズの場合は米国の林野庁ということに

なります。これは土地を管理する機関がリーディング機関となって災害対応を行うという

ようなことでございました。 

 火山の場合は、その結果、林野庁だとか国立の公園局、これが該当する場合が多いとい

うことでした。２００４年に活動が活発化したことがあったのですけれども、そのときも

林野庁が中心になって災害対応を行った。ＩＣＳ自体は機関に任務を振り分けるというこ

とではなくて、任務に対して、やるべきことについてそれができる機関はどこなのだとい

う振り分けのやり方をとっているということでございました。１９８０年にセントヘレン

ズ、大噴火しているのですけれども、そこでも砂防堰堤の建設だとか、あと天然ダムに対

する対策なども行っていて、そこは工兵隊が行ったというお話も聞いております。 

 続きまして９ページ目、こちらのほうでインドネシアの調査についてご説明をいたしま

す。インドネシアのほうは、国の研究機関であるのがＣＶＧＨＭという火山地質災害防災

センターというものと、あと２００７年に制定をされました国家防災庁、これが防災全体

を見ている。ＢＮＰＢ。それから、地方政府の中では地方防災局といたしましてＢＰＢＤ

が設置をされております。これらについてヒアリングを行ってまいりました。このときは

ここの委員でもいらっしゃいます石原先生にもご同行いただいております。 

 １０ページ目、ＣＶＧＨＭの調査概要ですけれども、ＣＶＧＨＭ自体を地質庁に属する

国立の研究機関ということなのですが、６９火山について７４の観測所で常時観測を行っ

ているということでした。平常時の取り組みは、調査研究成果から火山地質図、ハザード

マップを作成している。また、ＢＰＢＤ、地方の防災局などから共有された住民に関する

情報、町に関する情報などをもとに避難経路、病院の位置などを示した防災マップを作成

している。それは５年ごとに見直しを行っているということでした。大学との連携という

部分については、学生の卒業研究の指導だとか、共同研究なども積極的に行っている。監

視については、監視、観測についてはＣＶＧＨＭの観測網のみで行っていて、大学が行っ

ている観測は参考にする程度という話でした。噴火時等の役割・対応についてですが、活

発化してくると噴火レベル、４段階で発表する。それらに基づいてＢＰＢＤなどにより避

難対応が進められるということでした。活動が活発化したときは本部から現地に職員を派

遣したりだとか、火山活動の解説、それから、地域住民等への説明なども行うということ

でした。 
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 続きまして１１ページ目でございます。こちらのほうが国家防災庁（ＢＮＰＢ）、それ

から、地方防災局（ＢＰＢＤ）の調査の概要です。ＢＮＰＢ自体は２００４年のアチェの

地震、津波と災害を受けて、その後、地震が多発いたしまして２００７年に設置された機

関です。ただ、国家防災庁自体も火山防災対策のみの職員はいないということでございま

した。普段の役割としてなのですけれども、県のＢＰＢＤのほうでは啓発活動として村に、

その地域における発生頻度が高い災害で村名を指定したりとかして個別の研修などを行っ

ているということでした。噴火時の役割・対応については、基本的にはＢＰＢＤが、地方

防災局のほうが主導的に災害対応のマネジメントを行って、ＢＮＰＢの防災庁のほうが活

動の経費だったりとか、資機材、物資の調達などを支援するということでした。少し特徴

的なのがレベル上げに伴って避難したものの、噴火しなかったような、空振りになったよ

うな場合でも、その避難にかかる経費というのは防災庁のほうで持つ。また、生活に必要

な最低限の補償を行うというようなところでございました。 

 そして１２ページ目、これがそのＣＶＧＨＭがつくっている防災マップの例ということ

になりますけれども、右上に拡大したものがございますが、青の矢印などで入れて具体的

に避難経路を定めている。また、右下のほうでは避難所なども具体的に定めている。避難

経路、それらを具体的に示したものをつくっているということでした。 

 そして最後、１３ページ目をごらんください。こちらのほうで３カ国の調査のまとめと

書いてございますが、上のほうは概要を書いておりますけれども、全体を通したまとめと

所感ということで下に書いておりますが、防災行政に関しては、日本はアメリカ型に近い

のかなと感じました。気象庁、内閣府がそれぞれＵＳＧＳであったり、ＦＥＭＡであった

り、インドネシアも同様の体系なのかなと。イタリアのほうは防災機関と警報発表が一体

化したＤＰＣがあるということで、そこは大きく異なっているのかなと思いました。ただ、

ＦＥＭＡにしろ、ＤＰＣにしろ、政府中枢での各省庁、研究機関で連携体制がとられてい

るということは共通でして、内閣府、それから、この場であります火山防災対策会議の強

化というものが必要なのかなと感じた次第です。 

 ただ、研究に関しましてはＵＳＧＳ、ＩＮＧＶ、ＣＶＧＨＭ、このそれぞれが組織内で

専門家を確保して、防災に活用するための研究も行っている。ほぼ一元的な体制であるか

なと感じました。日本は多元的な体制ということで、研究機関が防災上の大きな目標のも

とに一体的に防災行政を支援するような体制も必要なのかなと感じました。また、インド

ネシアに関しては、ＣＶＧＨＭの機動力が非常に強いということで、専門家の活用におい
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て参考になると感じました。 

 それから、非公開資料の２ということでＡ３の諸外国の比較を行っている図面がござい

ます。これも以前出しているものなのですけれども、それを今回の調査結果を踏まえて、

また、先生方から前回いただいたご意見を踏まえて若干修正をしております。いきなり調

査・研究から始まるのではなくて、防災施策、戦略的な部分についてもまず欄が一番上に

あってしかるべきでしょうということで、その部分を追加しております。それからあと、

防災対応のところで、前は地方公共団体等しか入れていなかったのですが、そこを例えば

内閣府がその全体の防災対応、全体支援を行っているということですので内閣府を入れた

りとか、アメリカについてはＦＥＭＡを入れたりとか、インドネシアについてはＢＮＰＢ

という形で入れております。 

 日本、アメリカ、インドネシアを見ていただきますと、それぞれ中央のほうの支援体制

があって、かつそれらが地方公共団体、下の部分を支援しているという体制は共通なのか

なと思います。イタリアだけそのＤＰＣが警報発表と防災対応の部分を行っているという

違いが見て取れると思います。 

 以上でございます。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明についてご質問等があれば、お受けしたいと思いますが、いかがでしょ

うか。 

【田中委員】  １つよろしいですか。 

【藤井座長】  はい。田中さん。 

【田中委員】  どうもありがとうございました。１つ教えていただきたいのは、イタリ

アの件なのですが、３ページに、火山に対する対応についてという項目の中で、Alert Le

velが４段階設定されている。ただ、それは避難行動とひもづけされていないというので、

間にオペレーションレベルというのがあるように見えるのですが、このオペレーションレ

ベルというのがどんなイメージなのか、もしわかるようであれば教えていただければと思

いました。 

【野村補佐】  ありがとうございます。あくまでアラートレベル自体を科学的なものと

して設定をされているのですが、そのオペレーションレベル自体は火山ごとにどういう対

応をとるのかというところを決めているものでして、それぞれについて、この火山ではこ

ういう対応をしましょうということをある程度決めている。そこは全国統一ではなくて、
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火山ごとに決めているということでございました。 

【田中委員】  ということは、確認させていただくと、オペレーションレベルは基本的

にはアラートレベルに対応しているもの。 

【野村補佐】  対応していますね。 

【田中委員】  はい。わかりました。その中身は若干、山によって違う。 

【野村補佐】  はい。 

【田中委員】  ありがとうございます。 

【藤井座長】  補足ですけれども、アラートレベルと言っているのは、今、野村さんか

らありましたが、基本的にはサイエンスに基づく判断で、どういう規模のものがどのぐら

い切迫しているかということを言うのであって、どこに逃げろとか、どういう部分が危険

であるかということを判断するのはＤＰＣなり、そちらのほうがやることになっています。

日本の場合、警戒レベルというのは、むしろ災害情報になっているわけですね。もともと

あった火山活動レベルというのが、ここで、諸外国で言うアラートに相当するもので、行

動と直接は結びついていないわけです。そのため、わが国の警戒レベルのことを、海外の、

こういう機関の人たちに説明すると、どうしてそこまで踏み込むのだということをよく言

われるところです。海外の場合には調査研究が主体ですから。 

【田中委員】  ということは、インドネシアが若干例外、あれは完全に踏み込んでいま

すよね。 

【藤井座長】  そうですね。 

【田中委員】  避難のオペレーションまでね。 

【藤井座長】  はい。 

【田中委員】  ありがとうございます。 

【藤井座長】  ほかにはいかがでしょう。 

【石原委員】  イタリアに関連して、イタリアは幾つか活火山、ハザードマップとかい

うものはつくっているか、それと対応した先ほどの４つのアラートレベル等に、それに対

応するような形でつくっているのかどうなのか、そこら辺はどうでしょう。ハザード、あ

るかどうか。 

【野村補佐】  私の行ったエトナとか、あとはヴェスヴィオとか、それなりに危険度の

高いところについてはハザードマップをつくっているということでございました。その中

で例えばヴェスヴィオとかであれば、レッドのエリアとか、かなり危ない部分と何らか影
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響があるだろうというイエローの部分とかを分けて示して、実際にその活動度のレベルに

応じてどういう対応をとるかということを計画にしているということでした。全ての火山

についてできているというわけではないと思うのですが、特に人家が張りついているとか、

危険性の高いところはつくっているということでした。 

【石原委員】  ありがとうございます。 

【藤井座長】  イタリアの場合には、多分、８つぐらいの活火山しかまともに監視して

いないので、基本的には全ての火山についてハザードマップはでき上がっているんですね。

エオリア諸島にあるブルカノとか、そういうものについてもハザードマップは一応つくら

れていると思います。少なくともある段階まではできていました。改訂されているかどう

かはよくわからないですけれども。 

【野村補佐】  今、ご説明したのはヴェスヴィオなどで避難計画と今絡めてご説明して

しまったのですが、そうですね。済みませんでした。ハザードマップはあって、その先は

どこまでできているかというところが火山によって違う。 

【池谷委員】  よろしいですか。 

【藤井座長】  はい。 

【池谷委員】  お話を細かく承知していないので、お話を伺っただけのことでお聞きす

るので若干、的が外れているかもしれませんけれども、お話を聞いていると、どうも対応

というのが、特に異常時対応というのは避難というのを主体にお考えになっていて、ハー

ド対応のようなもの、もしくはもう少し土木工学的な対応というのが見えないんですね。

具体的に噴火時の対応でありそうなのが、このペーパーで言うとインドネシアのＢＰＢＤ

が災害時に基本的には対応のマネジメントを行って、そのときの経費とか資機材、物資な

どをＢＮＰＢが支援するということですが、資機材というところに関係するのかなと思う

のですけれども、具体に緊急時にハード対策をしている事例があるのかどうか。そのとき

に予算などはどういうふうな仕組みで対応できるようになっているのか、もしわかれば教

えていただければと思います。 

【野村補佐】  ハード対策というところに関して言うと、やはりそれほど行ってはいな

いのですが、例えばイタリアでいくとエトナ山で９１年に噴火したときに溶岩流の対策を

するのに大きなダムをつくったりとか、それである程度時間稼ぎをして避難をしたという

ような事例があったりとか、あとはアメリカのほうのセントヘレンズなどでも砂防堰堤を

つくって土砂をできるだけ落として下流の河床上昇をできるだけ抑えるとか、あとは天然
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ダムに対して増水トンネルを緊急的に工兵隊が掘ったりとかいうようなことはしていると

いうことでございました。基本的には、そういうような災害対応のお金というのは防災部

局のほうで持っていて、イタリアであればＤＰＣが災害用のお金として出すということで

したし、アメリカでいけばＦＥＭＡが、国全体のレベルということであればＦＥＭＡが対

応するというようなことでございました。 

【藤井座長】  大丈夫ですか。 

【池谷委員】  はい。 

【石原委員】  では、追加で。 

【藤井座長】  はい。 

【石原委員】  インドネシアで追加で説明しますと、向こうで聞いたのはやはり人の対

策ですね。ですから、ここにＢＮＰＢが何らか足りないという財務省、大蔵省に要求する。

それはこの１１ページの枠の中にあります２００７年の防災管理に関する法律、これが根

拠であるという説明です。それから、例えばシナブンとかでも住民に対してのことがあり

ますので、住宅省というのがいろいろな、どこに移住するとかいうことをアレンジすると

いうようなことを聞いております。 

【池谷委員】  ありがとうございました。 

【藤井座長】  ほかには、いかがでしょうか。 

【森田委員】  森田です。少し確認させていただきたいのですけれども、アラートレベ

ルを出すという任務、つまり、噴火の切迫性が高まったということを判断するといったと

きに、例えばアメリカとかイタリア、インドネシアにおける大学の研究者というのは、基

本的にはあまり関与しないということ。つまり、それぞれＵＳＧＳなりＩＮＧＶ、ＣＶＧ

ＨＭが行うということでよろしいですか。 

【野村補佐】  基本的にはそうだと思います。それぞれに専門家がいて、イタリアでの

コミッティが開かれて、そこに国の機関として専門家が入ってお話をするということでし

たので、ただ、大学が観測をしている部分もあって、そこに例えばＤＰＣからお金が行っ

ていて、観測をしていて、その情報ももらっているという委託業務をしているとか、そう

いうこともございましたので、全くやっていないわけではないのでしょうけれども、基本

はＩＮＧＶとか、ＵＳＧＳとか国の機関が中心となって災害対応の科学的な根拠を与えて

いるということでございました。 

【森田委員】  そういう話を聞いて、やはり日本というのはちょっと特殊だなと思うの
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は、火山噴火予知連絡会というような、ちょっと何かどこに、気象庁長官の私的諮問機関

があって、そこもそういうアラートレベルの判定に少し加わるというところが少し変わっ

ているかなと今感じて、そういう質問をいたしました。 

 それともう一つ、インドネシアの例、インドネシアは逆にそういう学術的な判断という

ところが少し弱いかなと思うのだけれども、現実問題としてかなり警報を速やかに出すと

いう体制がすごく整って、これはこれでインドネシアという国を考えると歴史的にこうな

らざるを得ないというか、対策が先行せざるを得なかった状況があると思うんですね。例

えば防災のテキストを読んでみると、２０世紀で亡くなった人の数というのは、地震と火

山というのは大体１対２０だと。地震のほうが２０倍ぐらい多い。ところが、事インドネ

シアにかかわった、その比率がずっと縮まると思うんですね。例えば２０世紀に亡くなっ

た人の半数以上がインドネシアで亡くなっているんですね、火山災害において。そういっ

たことを考えると、現場対応ということをせざるを得なかったのだ。 

 一方で、このＣＶＧＨＭの人材育成というのはかなり、職員の人材育成ってかなり苦労

されている。いや、石原先生がおられるので、石原先生もそれに大分協力されていたとい

うのを知っているので、海外に人を派遣したりして、そういうことをしながら人をつくっ

ていったということがわかっているのでこういうことを聞くのですけれども、ＣＶＧＨＭ

で具体的に人材育成について何か、大学の研究生を受け入れる以外に何か積極的に動かし

ているようなプログラムってあるのでしょうか。 

【石原委員】  １９８０年代の半ばからなのですけれども、向こうの高等教育、大学を

卒業した方々が火山局に入ってくるようになった。最初はオリンピス、チェチェップとい

う方ですけれども、その方が自費でフランスへ留学された。そこで非常に勉強した。あと、

次々行けということで、それぞれのフランス政府、それから、日本でもそうです。国費留

学。外国の国費留学生の枠でどんどん人材を送り込んだということで、多分、気象庁と違

ってと言うとぐあいが悪いのですけれども、学位を持っている方が相当数おられる。別個

に調べておられますけれども、ですから、先ほど言ったように、そういう学術研究の実績

を持って現場に臨む。あるいは学位を取った後、現場に行くという、そういうような体制

をとっているというのがうまく、発案学的な知識と実践と両方できるというのでかなり際

どく――際どいといいますか、際どい状態でも判断ができるということですね。 

 それと、ここの先ほど法律で、過大な避難はよくない。つまり、政府が負担を強いられ

るわけですから。ですから、ギリギリまで待って避難させる。ただし、人が亡くなるよう
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なことをしてはいけない。また、過大に負担がかからないように、いつまでも尾を引いて

はいけないという非常にシビアな中でやるというような、いつもそういうようなスタンス

に立たされたというのが、いわゆる警戒レベルをギリギリ運用する知識があるということ

ですね。それと現場に、その山に通じた人がいる観測所、それが一番大きいのではないか

と思う。 

【森田委員】  ありがとうございます。よくわかりました。 

【藤井座長】  今の森田さんの質問とも関連するのですけれども、ＣＶＧＨＭは必ずし

も学術的に遅れているとか、そういうのではなくてやっぱり、人材を火山の専門家として

採用しているんですね、基本的にはね。そうでない大卒の人たちは、例えばかつては日本

で砂防と火山学会か一緒にやっていた研修プログラムの中に送り込まれて、技術を獲得し、

戻ってから中核になっている。最近では文科省と外務省のほうでやっているＳＡＴＲＥＰ

Ｓのプログラムで、ＳＡＴＲＥＰＳ枠の留学生、 Ph.D.をつくるプログラムですが、そち

らにかなりの数の職員が送り込まれているのと、ＪＩＣＡの留学生のドクターコースの枠

の中にも職員が送られて、ＣＶＧＨＭとしても意識的に人材育成をやって、専門家をつく

ろうとしているということがあります。だから、その点はやっぱり少し行政官庁である日

本の気象庁のやり方とは少し違うところであります。 

 今、ごらんになっておわかりのことだと思いますが、全ての国、日本以外の全ての国は、

調査研究を行う科学技術に基づく体制の枠組みがあって、それの評価に基づいてイタリア

のＤＰＣのような防災官庁、危機管理の部門が防災対応を行うという、二元的な体制とな

っています。科学技術に基づいた評価のもとに防災官庁が動くという図式です。防災官庁

が実は予算も持っているということがあります。先ほど野村さんがＩＮＧＶにＤＰＣが予

算を出すということは言っていました。歴史的経緯からすると、ＤＰＣが最初につくられ

て、その時点ではＩＮＧＶがなかったのですが、当時のイタリアにあった幾つかの国立研

究機関、ヴェスヴィオだとかエトナの観測所に予算を毎年つけていったんですね。８０年

代からのことです。それで１０年ぐらいの間、観測のための設備費と、それから、調査研

究のための基礎研究費というのをＤＰＣが研究機関につけて、それで各研究機関がある程

度成長したところで、ＩＮＧＶとして統合した。それで、ＤＰＣとＩＮＧＶの間で、契約

関係で今でも続いているということになっています。 

 ですから、イタリアはある意味では非常にどん底みたいな火山防災から立ち上がってき

た国なのですけれども、国がやっぱり防災のためには基礎研究も必要だということで、監



 -29-

視観測のための設備整備と火山の基礎研究との両方に金を出していって、それが１０年、

２０年たつと、どん底にあったのが世界で２番目の、アメリカに次ぐレベルまで火山研究

のレベルが上がってきていて、日本はもうその後塵を拝するということになってしまった

わけですね。それから、内閣府の今回の調査でも非常によくわかったのは、全体をまとめ

て何かやろうとすることは、火山防災のために必要だけれども、基本的な学術的な部分も

ガチッと押さえないと難しいということがあるかと思います。その意味で、気象庁は、先

ほどの報告にあったように気象研の火山分野の研究官の採用に見られるように、専門家を

採用しようとされていますが、これがどこまで続くかが注目されるところです。 

 ほかの国は数百名規模で研究者がいる、Ph.D.がいるわけですから、それと対抗できる

かどうかという問題もあるので、すぐには解決がつかないと思いますが、日本だけは特殊

な状況にあるわけですから、火山防災のためのアラートレベルの出し方も含めて、ほんと

うにこのままでいいのかということを、この場できちんと考えていただきたいと思います。

多分、この後、内閣府から調査の報告で各機関におけるPh.D.の比率とか、そういうもの

も最終的には出てくるのだと思いますけれども、そういうものをきちんと照合して、１１

０の活火山を抱える日本が本来どういう方向をとるべきかというのをやはりきちんと考え

ていただきたいと思います。 

 済みません、ちょっとしゃべり過ぎましたけれども、ほかに。 

【森田委員】  ちょっと誤解があるので補足するのですけれども、インドネシアが人材

育成に積極的でないという発言をしたわけではなくて、貪欲にやっているということを、

ある意味ではみんな認識したほうがいいなと。それと同時に日本は恵まれているなと。い

ろいろな省庁が応援していただいているという状況を考えると恵まれているなということ

を感じたということを言いたかったわけです。 

 以上です。 

【石原委員】  それと、追加というか、インドネシアの地理調査所の中に火山調査所が

設置されたのは１９２０年ですので、日本とは全然歴史が違う。既にこのＡ、Ｂ、Ｃとい

う、そういう区分け、火山監視の上での、これは１９３０年代の後半にできている。その

当時は既にメラピとかには活火山が周辺に５かな、６あるとかいうようなことでやってい

ますので、それなりの実績がある、歴史があるということ。 

 それから、地質調査ですから地質図、ハザードマップ、そういうものはもう日本で言う

と戦前からあるというようなところですので、それに最近は監視だけではなくて火山学的



 -30-

な、地震観測のクオリティーを高めたいというので１９８０年代であれば筑波の建築研で

すか、地震工学研修コース、ここに第１、そこで火山での地震観測を勉強しているという

ような、それが先ほど藤井先生もおっしゃいましたけれども、１９８９年ですか、ＪＩＣ

Ａの火山と砂防の研修コースで送り込んできている。 

 そういう人たちをまた今度は、一方では国費留学でフランス、オーストラリア、ニュー

ジーランド、それから、日本、そういうところに送り込んでクオリティーを上げてきたと

いう、そういう努力をしているというのがありますので、そこに座ってやっているわけで

はなくて、それなりの歴史と努力をしているというとこら辺を考えないと。参考にすべき

ではないかと思います。 

【藤井座長】  森田さんが、ＣＶＧＨＭのほうがほかの国、アメリカとか先進国に比べ

ると何となく遅れているという、人材育成じゃなくて、学術的レベルでと言われたように

思ったのでそう発言したのですが、済みません、誤解だったら訂正します。インドネシア

はもともとオランダの植民地ですから、オランダの植民地時代にメラピ火山を含めて多く

の火山で、ものすごく立派な研究がされているんですね。当時、世界でトップレベルの研

究があって、その蓄積のもとに今のインドネシアがあるんですね。 

 ですから、日本の場合には明治になってからですけれども、向こうはそれ以前、ある意

味では不幸な事態かもしれませんが、その植民地時代に西欧のいろいろな文化が入ってき

て、そこで具体的な防災、あるいはそれのもとになる科学技術の研究というのが行われて

いたという土台があります。だから、日本は遅れてきた国ですからしようがないという点

はありますが、いつまでもそういうものであってはよくないと思いますし、ちゃんと正し

い方向に向いてくれればと思います。 

 それと、先ほどの野村さんの説明にもあったように、やっぱり日本と違うのは内閣府に

相当する部分の力が非常に強いですよね。プロパーが多い、例えばＤＰＣの場合、プロパ

ーが８割でしたっけ。 

【野村補佐】  ８割です。 

【藤井座長】  ８割占めて、しかも、強大な予算、非常に大きな予算を持っているとい

うようなことがあって、これはやっぱり内閣府がもう少し強くなっていただくか、あるい

はそういうＤＰＣみたいなものをつくるか。そうでないと火山だけでなくて、ほかの災害

に対してもなかなかうまくいかないような気がしますけれども、それはまた別途考えてい

ただければと思います。ある人は、防災省が必要だということを声高におっしゃっている
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ようですので、そういう動きがあったほうが本当はいいのかもしれませんね。 

 ほかには、いかがでしょうか。 

【石原委員】  それに関連して、インドネシアの国家防災庁のところですが、この写真

がＢＮＰＢの、これは何ページかな、１１ページですね。真ん中にありますけれども、こ

の大きな画面に地震の状況、火山の状況、天気の情報、台風、サイクロンとかいろいろな

情報が全部見られるんですね。それを見ているんですね、監視状況。それからあとは別個

に、そこでは豪雨といいますか、スコールで大変なことが起こる、火事が起こる。そうい

うのは民間からの情報も含めて、また別画面で見て、それを職員の方がいつも監視してい

る。それは聞けば既に気象・気候地球物理学省がつくったデータ、火山局といいますか、

ＣＶＧＨＭがつくったデータをバンドン工科大学に委託してといいますか、そういうのを

全体に見られる、そういうふうなことをやって全体的に全国の動きを見ているという、そ

ういうふうなシステムになっていますね。 

 それと同時に何か起きたところ、２４時間体制で緊急レスポンスチームを送り出す、そ

れを対応するための部署があって、それも１６階の建物の中のある部分に博物館みたいな

のがあるのですけれども、そこからのぞけるところにそういう職員の方々が、下に体制で

いつも対応できるようなということで非常に何か、５００人ほどの所帯らしいのですが、

なかなかに立派なものになっているようです。建物も十五、六階でしょうか、ちょうどこ

の２つ合わせたぐらいのフロアで、全部かどうかは知りませんけれども、そんなことで建

物としては、この２年前ぐらい前にできたと聞いていますけれども、国として相当、防災

管理に関する法律に対応して非常に頑張っているという印象を受けました。 

【藤井座長】  三浦さん。 

【三浦委員】  東北大の三浦です。アメリカの調査結果について少しコメントなのです

けれども、私、アラスカ大学の教授に知り合いがおりまして、その方、ＵＳＧＳのアラス

カ観測所のほうでも何か兼務されているんですね。それで、この調査結果によるとＵＳＧ

Ｓと大学の関係というのはデータの提供を受けるだけみたいな形で書かれているように見

えますし、まとめのところでも一元化されているというようなことがありますけれども、

実際はもう少し大学との連携というのでしょうか、協力関係がもう少し強いのではないか

と思います。それはアラスカ観測所だけのことかもしれないのですが、その辺も少し確認

されたほうがよろしいかと思います。 

 以上です。 
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【野村補佐】  ありがとうございます。私の行ったカスケードのところでも、あとユタ

州立大学とかとはかなり長年にわたって、３０年来資金を提供して観測をしてもらってい

たりとか、そういうようなお話も聞いてはいるのですけれども、実際、その災害対応とか

にその大学の方々、どういうような活用の方法をとられているのかというところは確認が

必要だなと思っておりまして、今、問い合わせをしているところでございます。また最終

的な報告の中でさせていただきたいなと思っております。ありがとうございます。 

【三浦委員】  済みません、災害対応という意味ではなくて、火山研究という意味での

協力関係だと思います。 

【野村補佐】  はい。わかりました。 

【藤井座長】  火山研究という意味では、ＵＳＧＳと各大学というのは結構密接なんで

すよ。それで、密接という意味は、ＵＳＧＳの研究員が大体研究費を持って大学のほうに

も行って、しかも、大学の学生指導もやるという仕組みができているんですね。大学から

ＵＳＧＳに途中から異動する方もいらっしゃって、むしろ、地質、地球物理のレベルでは

大学よりも研究レベルとしてはＵＳＧＳのほうがはるかに高いというのが、少なくとも一

時期はものすごく有名だった事実ですね。 

 それからもう一つですが、ＵＳＧＳという名前からそうですけれども、これは地球物理

だけではなくて、物理観測だけではなくて、地質、地球化学全てを網羅している。ほかの

国もみんなそうですね。ＣＶＧＨＭも地球物理、それから、地質、地球化学をやっていま

すし、ＩＮＧＶもみんなそうです。先ほど日本は特殊だと言いましたが、もう一つこの点

でも特殊です。先ほど石原さんがＣＶＧＨＭでは、地質調査も行い、ハザードマップもこ

こでつくるのだと言いましたけれども、日本の場合には産総研の活断層・火山研究部門が

中心になって地質関係の調査研究をやる。あとは大学がやる。地球化学も産総研もしくは

大学がやる。ようやく気象庁が一部、地球化学を始めましたけれども、まだ人員としては

１人ぐらいしかいない。１人か２人という感じのところですね。 

 それから、火山を研究する、調査するというときに必要なのは、物理観測だけではない

んですね。ただ、日本の場合にはある意味で遅れていたので、まず物理観測の観測もお金

がかかるから、そこからまず手をつけなくてはいけないというところからスタートしてい

るのは事実なのですが、いつまでもそれではだめだろうと思いますので、もっと総合的な

分野から調査研究をして、それを防災につなげるという形が必要ではないかと思います。

済みません、またまた私が余計なことを言ってしまいました。ほかに今の海外のことに関



 -33-

して、関連してご質問、コメントありますでしょうか。 

【石原委員】  それでは、何か悪のりするようですけれども、藤井先生が今おっしゃっ

たようなことですけれども、実はシナブン火山、スマトラですね。何百年ぶりか噴火した。

そこのときに指揮をとった、今はエネルギー鉱物資源省の査察官というのか、鉱山とか管

理するところのトップになっているんですけれども、彼にインタビューを夕方したという

ときに言ったのは、シナブンが噴火したときにある米国の火山学者は、１９９１年のピナ

ツボみたいのが起こるというようなことを言ってきた。ところが、実際に彼が言ったのは

地震、地殻変動、それから、周辺に今、水とか河川とかあるわけですが、それと合わせて、

科学的なことを含めて限定されているということから、ピナツボではなくて雲仙タイプの

噴火になるというふうに判断した。 

 ですから、いろいろなときに大がかりなことはよく研究者は言うのですけれども、そう

いう絞り込むというところになってくると、地球物理学的な、あるいは地球科学的なこと

も必要になるわけで、そこら辺がインドネシアの場合にやはり、こんなの言うとあれです

けれども、気象庁に比べると強みですね。幾つもほかの地球物理学パラメータ、ほかの科

学的とか、そういうところまで踏み込んだ格好で分析するということから、より現実的な

評価をしている。これがいつまで続くかはまた別でしょうけれども、ここら辺が特色であ

って、日本の今の監視体制、あるいは評価体制の弱いところはそこら辺じゃないかと思い

ます。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。それでは、次に最後の議事になりますけ

れども、各火山地域における避難計画策定に係る課題と対応方針に移りたいと思います。

事務局から説明をお願いします。 

【相澤補佐】  事務局でございます。資料４をごらんください。各火山地域における避

難計画策定に係る課題と対応方針ということで、本年度から行っております内閣府と地方

公共団体の協働によります避難計画の検討の本年度のまとめと、それから、来年度の取り

組み方針についてご説明をいたします。 

 めくっていただきまして１ページ目でございますが、活動火山対策特別措置法の改正に

よりまして、地方公共団体では警戒避難体制の整備が義務づけられております。一方で、

火山災害というのはやはり噴火の規模、形態、地域特性などが火山ごとに多様であります。

内閣府としましては、先ほども施策でご説明いたしましたように、噴火時の避難の手引な
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どを公表しまして、各火山地域へお示ししているところでございますけれども、やはり現

場に沿った、カスタマイズした計画をどういうふうにつくるべきかということを考えるた

めに、各地域に出向きまして議論をし、また、内閣府におきましては、それをもとに今後

も必要な手引きや事例集の整備を行う。こういった事業を本年度から進めております。こ

れまでもご説明させていただきましたとおり、本年度は１７火山につきまして現地に赴い

て一緒に検討するという事業を行いました。それが２番でございます。 

 ３ページ目をごらんください。現場での検討状況、基本的には私ども内閣府の職員、そ

れから、地方自治体、火山災害警戒地域に指定されています地方公共団体の人間が協働で

行います。１つは現地調査でございますが、この現地調査におきましては、やはり避難計

画上、ここは課題だろうと思われるようなポイントを絞りまして、そこで管轄の市町村職

員の説明を受ける。また、私ども内閣府としましてはそこで手引きに基づきながら、避難

計画で考えるべき事項などを確認するといったことを行っています。また、それをもとに

避難計画を検討することになりますけれども、避難計画の検討におきましては、ハザード

マップを囲んで関係自治体が協働で避難対象地区の設定、避難所の位置の確認などを行い

ます。特に現地の状況が不明な場合は、必要に応じてまた現地に行くといった繰り返しを

行います。 

 また、この検討につきましては、避難計画案の共有という形で関係機関、特に自治体を

中心にしまして、みずからが考えた避難計画案を説明するという場を設けておきます。こ

の説明につきましては、災害対策本部で担当職員が首長に説明をするのだというような想

定で、かなり緊迫した状況をつくりながら説明をさせていただくということをしまして、

内閣府としましては火山防災エキスパートや災害対応経験者から得られました知見を用い

て、そのときどういうふうにするのかという質問をしながら、この避難計画の留意点など

についても解説する、こういったことを進めてきております。 

 めくっていただきまして４ページ目でございます。では、具体的にどういうことをして

いるのか。特に具体的に支援方法の１つ目でございます。これは手引でもつくられており

ます内容の手順の段階化と様式の定型化でございます。避難計画の検討に当たりましては、

やはりどういうことをしているのかという策定手順を段階化してわかりやすくすること。

また、市町村ごとに随時更新をしなければならないということ。また、公共団体間での共

有がしやすいように取りまとめ様式を定型化すること。こういったことが必要だと思って

います。この図面は、どういうふうに避難エリアを選び、避難所を設定し、そこに行く、
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避難に使える道路を設定するか、そういったことを段階分けして進めることで、よりわか

りやすくなるといったものでございます。 

 一方で、例えばですが、こういうことをしておきますと、ある地区に対しては一部にし

かかからない。この地区を全て逃がすのか、それともさらに区域分けをするのかといった

こと。また、地区の人口が非常に多い地区は、なるべく地縁団体は一緒のところに行くと

いうのを基本と考えておりますけれども、では、どういうふうに区分するのかなどについ

て、行政側の避難計画の検討につきましても今後住民を交えた合意形成が必要ではないか

ということも気づくことができるということでございます。 

 ５ページ目をごらんください。こちらは火口周辺を中心とした避難計画の検討でありま

す。こういうことにつきまして手引きに基づく突発噴火時の対応の検討につきまして、災

害時の想定状況を作成いたしまして、具体的にイメージを持って議論をする。想定状況に

つきましては、現地調査の結果を踏まえながら地域の特徴や、気象庁が発表されます火山

情報を踏まえて作成する。こういったことを考えています。例えばある場所におきまして

は、噴火時、特に噴火警戒レベル３の中で大量の観光客等が孤立してしまう。そういった

ときに例えばどこに夜、収容するのかといった条件を設定しまして議論をする。また、噴

火警戒レベルから解説情報、噴火警戒レベル２と徐々に引き上げられる場合ならばいいの

ですけれども、突発的に噴火が発生して噴火速報が出て、噴火警戒レベル２に引き上げら

れる。こういった状況の中で自治体はどう体制をとるべきか。 

 こういうところにつきましては、このようなシナリオ型での情報付与を行うことにより

まして、各種の防災対応、誰がいつどこで何をどうやって実施するか。なぜそれをやるの

かということがわかる。また、限界がありますので、発災時にできることとできないこと

を考えること。また、避難手段の選択、避難に要する時間を計算する必要があるなど具体

的に整理、検討を実践的な計画として考えるということとしております。一方で、例えば

火山については市町村からの距離が遠いなどもございますので、そういうときに誰が行く

のか。また、地元の人たちにどのように協力をご依頼するのか、こういったことにつきま

しても丁寧な合意形成が必要ではないかということで考えております。 

 ６ページ目をごらんください。協働での検討を１年間続けてきまして、自治体支援のあ

り方について少し考察いたしました。火山につきましては、避難計画の作成が進まないと

いう悩みを抱えている自治体も多うございます。一方で、職員が独力で避難計画を作成し

た自治体もございます。例えばですが、今年の火山防災協議会の連絡・連携会議では、避
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難計画を職員が独力で作成した蔵王町の取り組みについてご紹介をいただいたところでご

ざいますけれども、こういうところの違いは何かというふうに考えますと、つくったとこ

ろはほかの山に聞きに行くといった能動的な動きもございますけれども、あわせて、いず

れかの災害の避難計画を検討した経験があるなどといった、やはり手順を知っているとい

うことが重要でございます。 

 作成の進まない自治体にお聞きしますと、気象台とか火山の専門家の皆さんからは噴火

想定とかハザードマップの作成的な、技術的な助言をいただけるが、避難計画、皆さんが

プロですよねという形でなかなか助言が受けられないといったお悩みをいただくことがご

ざいます。手引を見てもどういうふうにつくっていったらいいかということがわからない

実情だといったご意見をいただいております。こういうことを踏まえまして、内閣府とし

ましては各種手引等で作成して取り組みを支援するということともに、自治体の職員が作

成を実践するという場をつくるということが、こういう内閣府も支援していくということ

の両輪で避難計画の策定を考えていくということが重要ではないかと考えております。や

はり現場をよく知る人たちが現場を見て、現場に合わせて、現場で避難計画を検討する。

こういったことで災害対応に関する想像力、実践力の向上が図られて、ひいては自治体職

員の災害対応力が平時から高まっていくのではないかと考えております。 

 ７ページ目をごらんください。このような観点から避難計画の策定に関しましては、来

年度も引き続き取り組みを進めてまいりたいと考えております。特に今年の検討から重点

的に進めるべき項目としまして、火口近傍での登山者、観光客の避難計画の策定、また、

市街地における具体的な避難計画の策定は、このテーマについては継続して行いたいと思

っております。 

 一方で、新たなテーマといたしまして、今回の避難地、火山地を回ってみますと、やは

り火山周辺は観光地であります。多数の観光客が訪問して、この観光客にどういうふうに

情報を周知していくべきか。また、孤立化をすると考えられますけれども、曜日や季節な

どによって随分変わります。こういうものをどういうふうに対処するか。この人たちをど

ういうふうに、大量の人たちを住民対応もありながらどういうふうに誘導するかなどにつ

きまして、かなりなお悩みを抱えていらっしゃるところが多いということが明らかになり

ました。これにつきまして多数の観光客、インバウンドを含みますけれども、避難計画の

検討につきまして、自治体との協働の検討を開始したいと考えております。これにつきま

しては今後もオリンピック・パラリンピックの開催期間には多数の観光客が訪日する可能
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性もございますので、多言語化も含めた対応について検討してまいりたい。こういうよう

な取り組み方針案として考えた案でございます。 

 一方で、８ページ目をごらんください。これは現場で我々職員が自治体の皆さんとお話

をし、議論をする中でやはり噴火警戒レベル５や突発的な噴火の対応を考えています。そ

の中でより適切な警戒避難の実施に当たりましては、さらなる技術的な支援が必要ではな

いかと感じたことでございます。例えば現在、噴火警戒レベル５でどういうふうに避難す

るかとなりますと、ハザードマップで示されているエリアを絞り込むというのはなかなか

難しゅうございますので、そのエリアで避難のエリアを設定し、避難計画を策定しており

ます。一方で、このハザードマップというのはある想定でつくられておりますので、実測

の積雪量、また、その予想される噴火の規模に合わせて避難対象地域を設定することはで

きない、そういうことは必要ではないか。 

 また、例えば火砕流が一方向に一方的に流れるという状況の中で、全周囲逃がすという

根拠も含めた、どういうふうに判別していくのか、設定していくのかということにつきま

しては、例えば火砕流が判別してからでいいのではないかといったこと。また、タイミン

グにつきましては、ハザードマップを考えますと一斉に全部見えてしまいますので、例え

ば山に近い地域と下流の地区の融雪泥流の流れ方、到達の仕方、そういうことを変えて避

難等のタイミングを変えたほうがいいのではないかなど、直前の活動予測や現象発生の迅

速な把握に基づきます避難開始のタイミングの段階化、噴火の規模や積雪量等の状況に対

応した避難対象地区の設定などが有効ではないかと考えております。 

 また、突発噴火につきましては右側でございますけれども、私どもも実際に現場で避難

所まで走ったということもやりましたけれども、ある火口の近いところから、そのシェル

ターまで３分かかる。その中で噴いては間に合わないといったところもあり、当然ながら

突発噴火時の対応をする中で、１分でも１秒でも早く事前に情報が出ないのか、そういっ

たご意見をいただくことがございますし、救助隊を向かわせるときに行かせていいのか悪

いのか、首長として非常に重い判断になる。そういうときに専門家から、この状況だった

らこうだといったような助言をいただけないか、そういったことが適切な対応につながる。

そういったご意見をいただいております。 

 このような観点からしますと、９ページ目でございますが、最後のページでございます。

噴火警戒レベル５の発表時や突発噴火時のより適切な避難計画、警戒避難の支援に資する

さらなる技術的な支援を目的としまして、関係機関が連携して調査研究、技術開発、仕組
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みの構築等について検討を推進すべきではないかというのが感じられたところでございま

す。１つは、噴火警戒レベル５の場合はなかなか、その噴火規模の推定は難しいという現

状は理解しながらも、先ほど申しました避難のタイミングの段階化に資するもの、例えば

根拠のこと、それから、規模に関することといったものは、大規模火山災害への提言、平

成２５年５月に内閣府で公表しておりますけれども、ここにもいろいろ書かれてございま

す。こういうものを参考にしながら仕組み、調査研究の内容について検討を推進していく

ことも必要ではないかと感じました。 

 また、突発噴火時の適切な対応、現在、水蒸気噴火対応は全国で進められておりますけ

れども、改めて御嶽山のワーキングの報告や大規模火山災害対策の提言に書かれたもの、

例えば直前になっても情報が出せるのか。また、訓練をどういうふうにすべきか。また、

大規模火山災害の提言におきましては、火山の専門家の知見を適宜適切に活用できる仕組

みについても検討するというご提言もあります。こういうことにつきまして、参考としな

がら関係機関が連携して、同じように検討していくことが必要ではないかと考えています。

私ども内閣府としましては、現場に行き、現場の人たちと一緒にしながら、その人たちが

求めることについて耳を傾けて進めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対してご質問等がありましたら、お願いいたします。 

【森田委員】  質問ではなくて少しこの避難計画について、私も伊豆東部火山群で経験

があるので一言感想を述べさせていただきたいのですけれども、伊豆東部火山群というの

は８９年に海底噴火をしたのですけれども、その直後に実は川奈というところでマグニチ

ュード６.２の非常に浅い地震が起こりました。桜島の大正噴火のときにも非常に大きな

噴火に伴って地震が発生した。そうなると、例えば伊豆東部などはああいう地形ですから、

避難路が一部損壊して使えないということも想定しないといけないのですけれども、この

火山の避難計画というと火山の噴火しか頭に、地元の自治体の方はなくて、何回もそれを

私言うのですけれども、「ああ、そうですか」で流されてしまう。実は結構、これってほ

んとうに使うときには、そういう問題も起こったりするということも少し内閣府のほうか

らアドバイスしていただければ、地方自治体もちょっとまじめに――まじめにと言ったら

おかしい。そういう可能性もあるということを考えるのではないかと思いますので、よろ

しくお願いします。 
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【相澤補佐】  わかりました。いろいろな状況があるということは自治体に伝えてまい

りたいと思いますが、一方で、今できていないところは基本的な形態がなければ応用系が

できませんので、いきなり全部をやることは難しいところがあると思います。その自治体、

協議会の検討レベルに応じてどういうことを、状況を付与していくかということは地元の

専門家の皆さんのご意見もいただきながら考えてまいりたいと思っております。 

【藤井座長】  ほかには、いかがでしょうか。どうぞ。 

【石原委員】  いろいろな具体的な検討をされて、それはそれで意義があることだと思

うのですが、この噴火のタイミングとか、あるいは範囲とかいうのは、これは基本的には

気象庁がやられることなんでしょうかね。ある意味、それとの関係を踏まえないと、言い

方はあれですけれども、空回りするというのか、そこら辺どんなふうにお考えでしょうか。

あるいはそれともタイミングと範囲。 

【相澤補佐】  今の避難計画策定支援は、基本はハザードマップがある火山で、噴火警

戒レベルも導入されている火山を中心に実施をしております。このために避難の実施のタ

イミングにつきましては、噴火警戒レベルが発表されたときに対応を考える。また、ハザ

ードマップが整備されていますので、そのエリアについての具体的な逃げ方についてやる

ものでございますので、自治体が、噴火警戒レベルが出たら避難勧告をどこに出し、どう

いうふうに人口を逃がすかというところの、その先の話を今支援をしているところでござ

います。 

【森田委員】  今のご質問を聞いていて少し感じているところは、例えば突発噴火とい

う話が出てきました。突発噴火という話になればなるほど、噴火警戒レベルを待っていた

のでは、やっぱり人の命は救えない。その前に気象庁が観測情報みたいなものを出した段

階で動くとか、そういったこともあるかもしれない。そのときに非常に重要なのは、例え

ば現象の変化率みたいなもの、きのうまでは全然異常はなかったのに、今日の朝から急に

変化したというときには、もうほとんど一刻の猶予もない。ところが、徐々に進行してい

るというときには、そんなに慌てなくても下山を進めるだけでいいだろうとか、そういっ

た判定も必要になるかと思うので、だから、これは気象庁さんへのお願いだと思うのです

けれども、噴火警戒レベルの精緻化というのか、もう少し何か噴火する前から情報を出す

ような仕組みというものを少し考えていただいたほうが、突発噴火に対しては有効ではな

いかと感じますが、いかがですか。 

【上垣内委員】  気象庁ですけれども、やはり今の予測技術には限界がある中で、いか
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にそれを防災に生かしていくかというのが基本だと思っています。レベル判定基準も今精

査をかけて、できるだけ客観的な総合的な判断というような表現を使わない形で、できる

火山についてはやろうとしていますけれども、それでも完全ではない。気象庁が上げるか

どうか、かなり判断に迷って機動観測、必要だというふうなときには臨時というのを付し

た解説情報を出すようにしています。これは活火山法改正によって首長さんまで伝えなけ

ればならない情報の１つに位置づけられています。 

 うちとしてできることは、やはりデータは共有していく。プッシュ型で出せる情報につ

いて、できるだけ予測型、それができない場合でもあっても、今、緊迫感を持って我々が

監視していることが伝えられるような情報をパッと見ただけでわかるように臨時というの

を付したような情報というのは始めておりますけれども、そういうようなことをしていき

たいと思います。技術的には限界があるという中で、完全ではないのだけれども、その中

ではどう運用していくかというのが課題だと思っています。 

【田中委員】  若干、噴火警戒レベルには責任もあるのですが、１つはもちろん技術開

発レベルを上げていくということで、情報の精緻化というのはあるのだと思うのですが、

日本の防災は余りにも決定された情報に基づいて動き過ぎるというところがあって、例え

ば領域を変えるとわかりやすいのかもしれませんが、避難勧告を出したか出さないかで勝

負するんですね。だけど、それって一発の勝負って、そう簡単に伝わっていかないし、当

然、間に合わない場合もあるという、その前の段階でどういう情報を出していくのかとい

うのが、これ、行政も求められているし、多分、気象庁さんも求められている。その中で

こういう、最終的には噴火警戒レベルを上げるか上げられないかは別問題として、すごく

決定的なのは、機動観測、あるいは説明をどこまでできるのかというところが決定的に大

きくて、やはり口永良部の、あの気象庁さんがかなり住民説明会をされた。 

 あれは時間があったからできたこともあるのでしょうけれども、ああいう活動をもう少

し真剣にい続けていただかないと、情報として出せるもの、あるいはレベルとして変える

ものだけが勝負じゃないという気がするんですね。すごくその臨時観測というのは、私は

やっぱり正直言うと、インドネシアで衝撃を受けて、余りにも進んでいるという、その中

でやっぱり臨時、あるいは現地に行くという、トップが行くんですね、あれね。なおかつ、

住民の方は観測所の人がまだ物を買っているから大丈夫だとか、そこまで知っているんで

すよね。そういう面で、ほんとうに地元に根づいているというか、そういうことも含めて、

だから、情報とか勧告というだけではない勝負の仕方、データを出すとか、会見をすると
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か、説明をして、こういう条件になるとやるよとかって、それはもう少しベースづくりが

要るのではないかなという気がしました。一発主義は、そろそろ考え直さないといけない

のではないかなという気がいたしました。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 インドネシアの場合には、各火山にもともと観測所の人間が張りついているということ

がありますので、それをウォッチしていれば住民は火山の動きが見られるという、そうい

う面もあるかと思いますが、日本の場合には、かつてあった測候所を、その公務員の定削

のもとに全部廃止してしまって、今、活発な火山の周辺でも連絡事務所しかない。活火山

は１１０あるのに、幾つかの火山にしか連絡事務所がないという、インドネシアとは逆行

の方向をとったわけですよね。その中でどうやっていくのか。あるいはさらにもう１回変

えるのかどうかというのは、今後ここを含めて考えていかなければいけないことだと思い

ます。 

 済みません、私が途中でしゃべり過ぎたために時間がギリギリになってしまいましたが、

ほかにこのことに関して、今の相澤さんの説明について何かコメントは。 

【池谷委員】  １ついいですか。 

【藤井座長】  はい。 

【池谷委員】  私もやはり情報だけで全てを判断するというのは、かなり危険があると

いうことは事実だと思うんですね。それを解決するのは、田中先生は気象庁と地元との連

携というのを言われましたけれども、もう一つ重要なのは平時からの防災教育ではないか。

そういう中で、雨でもそうですよね。避難勧告が出ても実際に現象が起こらないこともあ

り得るんですね。雨のようにかなり情報としても科学的にわかっている情報についても、

そういうことが起こり得るので、火山も必ずしも情報どおりにはならないこともあるけれ

ども、やっぱり自己責任で判断してもらうこともあるというところをもう少し防災教育の

中にきちんと位置づけてやるということが重要かなと。そういう中で、やはり私は臨時の

観測情報をもう少し注意報的に使っていくというやり方が必要ではないかなと思っていま

すので、ぜひご検討いただければと思います。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 田中さん。 

【田中委員】  避難を規定するというのは、実はあまりリスク認知ではないんですね。

リスク認知でないって、それももちろんあるのですが、基本は結構、避難ということに伴
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うコストだったり、あるいはその周辺の他の住民からの地域での規範によるんですね。例

えば前回の避難で、場所でえらい目に遭ったから、もう行きたくないとかということもあ

る。それから、自分が避難しないと誰々が困るから、しようがないから避難するとか、結

構、そっちのほうが強いんですね。何を言いたいかというと、今、相澤さんがやっていら

っしゃった中でとても大事なことは、最後の避難所まで避難し切る。そこで避難オペレー

ションをするということがとても大事なのだと思うんですね。 

 特に火山の場合広域ですから、１つの市町村の中では避難を適切に行うとしか書けない

ことがいっぱい出てきてしまって、それをやってみないと、車をどうするのとか、駐車場

をどうするのとか、いっぱい出てくるんですね。そういう面で、ほんとうやり切ってみる。

そうすると住民の方も慣れてくるというところがあるので、特に広域避難を受け取るとこ

ろまでやり切るというのを国でやっていただかないと、市町村ではできない。よろしくお

願いしたいと思います。 

【藤井座長】  どうもありがとうございました。 

 ほかにはよろしいでしょうか。それでは、時間も参りましたし、本日の予定していた議

事は終了いたしましたので、本日の議論はここまでとしたいと思います。皆さん、活発な

ご議論、ありがとうございました。 

 では、進行を事務局のほうにお返しします。 

【廣瀬参事官】  藤井座長、ありがとうございました。今後のスケジュールですけれど

も、今回、第５回ということでございますが、また追って第６回目は夏までにはというこ

とで、今日は内閣府、しっかりやれというお言葉をたくさんいただきましたので、関係省

庁、あるいは研究法人もご協力いただきまして、今、森田先生のもとで検討会というのを

開催しておりますけれども、それも少し先取りするような形でまた会議の充実を図ってい

きたいなと思いますので、座長のご指導のもと次の会議、日程設定も含め、させていただ

きたいと思います。 

 なお、本日、時間の関係でご発言いただけなかった方は、また事務局のほうにメール等

でお知らせいただければと思います。また、資料の郵送をご希望される方は、机の上に置

いていただければ郵送させていただきますので、よろしくお願いします。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


